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青森県ＬＣＣ試算・施設評価手法検討報告
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日本ファシリティマネジメント推進協会
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社会的要請
•構造改革
•人口減少

（少子高齢化）
•環境負荷の低減

（京都議定書）
•景観の保全

県での必要性
•財政状況の悪化

平成20年度には基金残高８億円の見込み

・行財政改革による職員の削減、施設の統廃合
・人口減少

平成２２年にはピークから約５％減
・青森県環境マネジメントシステム

青森県地球温暖化防止計画

『建物をより永く、より有効に』
建て替え中心 → 既存ストック利活用・総量縮小 への転換

県有施設の状況
•これまで約３３年で建替
•新規大型施設の着工凍結
•築後３０年を超える施設の増加による

建替あるいは大規模改修工事の到来

第１編 開発の経緯

１．策定の背景（１）青森県を取り巻く背景
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１．策定の背景（２）青森県の人口推移

総人口と青森県の人口推移
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2010年にはピーク（1985国勢調査）から約5%減少

将来人口推計
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１．策定の背景（３）青森県の財政状況

基金残高の推移

平成２０年度の基金残高 ８億円の見込み
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１．策定の背景（４）青森県の施設状況

� 棟数 ４，３７９棟

� 面積 約２２１万㎡

事務庁舎と学校で
約７割を占める

県有施設棟数

知事庁舎
1,195
27.3%

県営住宅
300
6.9%

知事公舎
416
9.5%

県立学校
1,408
32.2%

警察庁舎
386
8.8%

教育庁舎
101
2.3%

教育公舎
334
7.6%

警察公舎
239
5.5%

県有施設延床面積

県営住宅
405,769.86

18.4%

知事公舎
72,789.75

3.3%

教育庁舎
144,145.39

6.5%

県立学校
857,268.93

38.8%

警察庁舎
105,498.75

4.8%
教育公舎
37,441.68

1.7%

知事庁舎
554,082.30

25.1%

警察公舎
33,530.40

1.5%

上段：分類
中段：延床面積(m2)
下段：率

（平成16年度末現在）
（平成16年度末現在）
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１．策定の背景（４）青森県の施設状況

棟別竣工年
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主に７０年代の施設
の改修等が必要に

なってくる時期

放っておいても大
丈夫だろうか？

竣工年別棟数

施設の建替・改修時期が迫っています！
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１．策定の背景（５）法・制度

施設を長くつかうことへの方向転換

� 保全重視

建築基準法の定期点検の義務付け

長寿命化検討

保全業務支援（適切な維持、情報共有）

� 財産利活用

補助対象施設の廃止・転用の場合の返還免除

廃止施設の用途転換、空きスペースの有効活用

� 地球環境保全

京都議定書、青森県環境マネジメントシステム
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１．策定の背景（６）資産運用の動向
保有施設のサービスと費用の最適化、未利用・低利用の資

産の収益性向上が必要

� 施設の現状性能把握と不動産的価値の評価

施設の“通信簿”として分かりやすい形で

� 施設の選択

使い続ける施設と不要資産の利活用

� コンバージョン

既存建物に対して必要な改造を施し、新しい用途の建
物として再生させる手法

� 長寿命化

耐震性能の確認をした上で補強、環境負荷・バリアフ
リー・OA等必要な性能を付加し、より長期間建物を使用で
きるようにする手法
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２．青森県の資産戦略（１）資産戦略

� 総量縮小

� 優良資産への集中投資

� 不要施設の有効活用、運用と廃棄

ルール

県有施設整備・

利活用方針

ツール

施設保有目標量の設定が可能

施設性能の把握が可能

施設の選択が可能

戦略を実行するためのルールとツールが必要

青森県の資産全体戦略とは（素案）
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２．青森県の資産戦略（２）県有施設整備の方向性

Ⅰ県有施設整備方針（素案）

１．安全 県民の生命、健康及び財産の保護のために建物の安全を確保

２．みんなにやさしい 全ての県民が快適に利用できる、利便性の高い施設

３．環境との調和 県民の生活と自然環境にやさしい、環境負荷の低い施設

４．持続可能 長寿命で維持管理コストの低い、次世代への継承が可能な施設

Ⅱ県有施設に要求される性能

１．安全性 地震、火災等に対する安全性

２．快適・効率・利便性 利用者の利便性と使用者の効率性の向上

３．公共性 周辺との調和、自然環境への配慮

４．資産価値 県民の共有財産としての一定の資産価値

５．歴史・文化性 地域の歴史・文化との調和、景観への配慮
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２．青森県の資産戦略（２）県有施設整備の方向性
Ⅲ目標使用年数とLCC

ⅰ）新築施設

1.一般施設

一般的な施設を新築する時の使用年数は８８年

2.長期使用施設

次の施設の使用年数は１００年超

①大規模施設

②行政需要として長期的な使用が見込まれる施設

③用途転換による長期的な使用が見込まれる施設

ⅱ）既存施設

1.一般施設

一般的な既存施設の使用年数は６０年

2.長期使用施設

次の施設の使用年数は８８年

①耐震診断等により安全が確かめられた建物

②平成９年度以降に設計された施設
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２．青森県の資産戦略（２）県有施設整備の方向性
Ⅳ長寿命化の対象と施設整備の方向

ⅰ）対象範囲

原則として全ての既存施設に適用。ただし、次の施設は除く。

①将来の行政需要が見込めない施設

②小規模施設

③劣化が極端に進行している建物

④耐震性能が極端に低い施設

ⅱ）施設整備の方向

目標年数に達するまで、適切な計画保全

行政需要変化等には、用途転換による有効活用で対応

新たな施設整備の場合も、既存施設の用途転換を先ず検討

Ⅴ既存施設の性能評価

1.安全性 2.ユニバーサルデザイン 3.環境調和

4.資産価値 5.利用者満足

Ⅵ計画保全の優先度

劣化度等の定期的調査で優先度を判定

1.重要度 2.損失度 3.緊急度
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２．青森県の資産戦略（３）適切な保全

（参考） 「公共建築の部位・設備の特性等を踏まえた中長期修繕計画策定及び運用のためのマニュアル（案）」

（平成17 年6 月：国土交通省 国土技術政策総合研究所）

県有施設は資産戦略や施設整備の方向性に基づいて適切な保全を実施して適正に使用して
いくことが望ましい。適正な保全を実践する上で必要となる保全方式と中長期修繕マネジメント
の考え方を用いる。

劣化・機能停止等を発見次第、適宜、
修繕・更新等を実施。

定期点検・日常点検・日常的な
施設の使用における劣化、機能
停止等。

適宜措置方式

劣化が進行・拡大し深刻な状況にな
る以前に、その兆候に対して適切な
補修等を早めに行う対症療法的な措
置。

定期点検・日常点検における劣
化等の兆候とその程度（兆候が
見られた場合、追跡調査等も必
要）。

対症療法方式

耐用年数等を考慮して、定期修繕・
更新を原則。止むを得ない場合、整
備時期判定を行い危機管理的に修
繕・更新。

定期点検・日常点検における異
常の有無、更新予定時期。

危機管理方式

対処方法劣化等の確認方法方式

劣化等の確認方法と対処方法の整理
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県有施設全体の３０年間の現状ＬＣＣを集計手法の概要

財政負担の軽減と平準化に向けたシミュレーション

資産戦略に基づいたＬＣＣの適正化

対象施設 対象

� 公有財産台帳に掲載されている各施設の主要な棟

（知事庁舎、教育庁舎、警察庁舎、学校校舎、体育館等）

対象外

� 倉庫、車庫などの付属建物

� 職員公舎、県営住宅

� 木造建物、大型鉄骨造建物

� 交通・流通施設

� 畜舎・養殖場などの農林水産施設（試験研究施設は除く）

� 環境保全施設

3.ライフサイクルコスト試算手法

施設評価手法開発の目的

（１）ライフサイクルコスト試算手法
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手法の概要 県有施設の性能と価値の把握

施設再生や転用など利活用・廃棄に向けた適合性の判定

評価に基づく資産戦略の実行と総量縮小の実現

対象施設 施設評価の対象とする建築物

� 原則全ての県有建築物

対象外

� 県営住宅

� 交通・流通施設

� 畜舎・養殖場などの農林水産施設（試験研究施設は除く）

� 環境保全施設

� 通常人が活動していない施設

� 倉庫・車庫などの付属建築物

3.ライフサイクルコスト試算手法

施設評価手法開発の目的

（２）施設評価手法
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総量縮小に向けた仮説設定

仮説に基づいた
ＬＣＣシミュレーション

県有施設総量シナリオの立案

施設現状性能把握

資産戦略の実施・決定

解体

運用転用

再生

総量縮小

売却

維持

施設評価結果公表

施設の資産戦略の立案

戦略案に基づいた
ＬＣＣシミュレーション

3.ライフサイクルコスト試算手法

施設評価手法開発の目的

（３）ライフサイクルコスト試算手法と
施設評価手法の活用イメージ

ライフサイクルコスト試算手法 施設評価手法凡例
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■改修、改築周期の設定
パターンＡ：現状（現在の施設量保持）

88年

88年

長寿命化改修 60年または88年使用

パターンＢ：現状＋統廃合（行政改革による施設減）

パターンＣ：パターンＢに加えて施設整備方針（施設の長寿命化）

パターンＤ：パターンＣに加えて総量縮小

40年 80年

改築 改築

施設減

60年

長寿命化改修 60年または88年使用

60年
総量縮小

40年

改築

80年

改築

■建物の概要の設定

用途（庁舎、校舎、体育館）、地域（県内４区分）、建設年代等

4.ライフサイクルコスト
試算手法の開発 （３）LCC試算における設定内容
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ライフサイクルコスト試算手法による算出結果（３０年間）

・施設評価に基づく
施設戦略

パターンＢ
現状＋統廃合

行革による施設減

パターンD
パターンＢに加えて
長寿命化+総量縮小

条件

ＬＣＣ総額

今後30年間

課題

対応策

・現行通り施設を
維持

・40年で改築

・一部の施設を
廃棄又は譲渡

40年で改築
→ 60又は88年使用

老朽施設廃止

・長寿命化改修
の導入

・建替費用の削減 ・廃止、転用、再生
施設の選別

・転用への利用調整

・施設数の削減

・ファシリティコスト
の削減

５，７７１億円 ５，５６７億円 ４，５７５億円

パターンA
現状

現在の施設量保持

パターンC
パターンBに加えて

長寿命化

40年で改築
→ 60又は

88年使用

４，９０８億円

・改修、建替の
平準化

・総量縮小

（１９２億円／年） （１８６億円／年） （１６４億円／年） （１５３億円／年）

（△７億円／年） （△２９億円／年） （△４０億円／年）

4.ライフサイクルコスト
試算手法の開発 （４）LCC試算結果
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20.7%
1,196億円

削減

修繕費 維持管理費 光熱水費 工事費

17.8%
992億円

削減

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0
パターンA パターンB パターンC パターンD

199
195

194
187

791 759

724
674902

883
840

932

3,849 3,712

3,107 2,874

4.ライフサイクルコスト
試算手法の開発 （４）LCC試算結果（30年間総額）

（億円）
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patternA

patternB

patternC

patternD

パターンA
パターンB
パターンC
パターンD

パターン別の比較

パターンB： △２０４億円（△ ７億円／年）

パターンC： △８６３億円（△２９億円／年）

パターンAと比較した効果額

パターンD：△１，１９６億円（△４０億円／年）

4.ライフサイクルコスト
試算手法の開発 （４）LCC試算結果（経年）
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建替

転用

定義：既存の施設を取壊し、新たな施設を建築すること。
対象：利用状況と内部需要が比較的高く、建物性能が極めて低い施設

施設評価の結果、適合性の高い活用パターンの中から戦略を決定・実行する。

定義：異なる用途に変更すること。大規模改修を行う場合は含まない。
対象：建物性能が一定ﾚﾍﾞﾙ以上、利用度が少なく内部需要が一定ﾚﾍﾞﾙ以上の施設

再生 定義：躯体の補強と内外装の必要な更新を行い長寿命化を施すこと。
対象：建物性能が低く、内部需要・利用状況が高い施設

維持

運用

定義：現状のまま、効率的・効果的な管理や修繕を行い、大事に使うこと。
対象：建物性能、外部需要、管理効率が全体的に平均ﾚﾍﾞﾙ以上であり、利用状況と
内部需要が高い施設

定義：施設を現状のままで、ＮＰＯや民間等に貸し付けること。
対象：建物性能が一定ﾚﾍﾞﾙ以上、立地条件等外部需要が高く利用度が少ない施設

廃棄
（売却）

定義：建物は現在の状態で土地とともに売却すること
対象：建物性能が一定ﾚﾍﾞﾙ以上であり、立地条件等外部需要が高く、利用度が少な
い、管理効率の低い施設

廃棄
（解体）

定義：建物を解体し、土地のみの状態で売却あるいは運用すること
対象：建物性能、外部需要、管理効率、利用状況、内部需要の全てにわたって評価
結果が低い施設

5.施設評価手法の開発（１）資産戦略と施設評価手法の考え方
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評価の観点

満足度

効率性

利用度

文化的価値

地域特性

遵法性

経済的価値

周辺施設

地域インフラ

物理的価値

耐久性

環境対応性

可変性

機能性

安全性

性能等

利用者満足度、職員満足度

維持管理費効率、光熱水費効率

施設利用状況

施設の文化的価値

雪対策

集団規定適合

立地条件、施設全体劣化度

近隣の公共施設の数

駐車場、道路アクセス

敷地面積、延床面積、最大増床可能面積

残存年数値、建築劣化度、設備劣化度

省エネルギー

フレキシビリティー

バリアフリー対応、情報化対応、

遵法性、防災対策、防災・防犯

項目例 利用調整評価

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

資産

○

○

利用度

○

○

○

可変性

外部需要

管理効率

内部需要

利用状況

建物性能

評価の観点

6.施設評価手法の開発 （２）施設評価の指標
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庁舎、学校を対象として、施設評価の試行を目的としたモデル施設評価を実施した。

6.施設評価手法の開発 （３）モデル施設評価

2005/12/25弘前市馬屋町６番地２1969

※

学校弘前工業高校
（管理棟）

4

2005/12/25青森市新城平岡２６６番地２０1988学校青森西高等学校3

2006/1/18青森市荒川藤戸１１９番地７1989庁舎社会教育ｾﾝﾀｰ2

2006/1/18十和田市西十二番町１２０番地２1981庁舎十和田合同庁舎1

調査日所在地建築
年

用途施設名

対象施設

※ ２００３～４年に大規模改修実施済
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各モデルの施設評価結果は以下である。
評価結果として各利活用パターンへの適合性と適合順位が判定される。

◎ 0.9以上 ○ 0.7-0.9 △0.5-0.7 ×0.5以下

6.施設評価手法の開発 （３）モデル施設評価

十和田合同庁舎 社会教育センター

青森西高等学校 弘前工業高校
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十和田合同庁舎 社会教育センター

青森西高等学校 弘前工業高校

6.施設評価手法の開発 （３）モデル施設評価（資産評価）
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パターン別のLCC把握
パターンA
パターンB
パターンC
パターンD

700

500

100

300

500

700

100

300

（億円）

2010 202520202015 2030

（年度）

パターンDでも経費負担が突出

LCC平準化の検討

パターンDを平準化

・施設評価実施による施設の選択、総量縮小
・劣化度調査等による優先順位付け

平準化ライン

行財革
抑制後

第５編 今後の展開（１）総量縮小と施設財政シミュレーション
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【今回】

施設面積の５％を総量縮小するシミュレーション

（人口の増減によって面積を増減）

【今後】

・2010～2015年度の人口減少２％の推計

・財政状況の見通し

・職員数の減少

等に対応する総量縮小規模を

シミュレーションにより見極め

第５編 今後の展開
（１）総量縮小と施設財政シミュレーション
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� 全庁的な合意、決定の透明性、知事の政策判断のために

施策・事業評価

財務評価

施設評価

政策目標の達成状況と
業績等の評価

財務状況の評価

不動産的価値と利用状況
の評価

施設毎の
資産戦略
の選択

第５編 今後の展開
（２）施策評価等との関連付け
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施設評価
《施設管理者、営繕

→ＦＭ》

利用調整・立案
《ＦＭ担当⇔関係課》

戦略方針決定
次の

サイクル

総量
縮小

現
在
の
施
設
保
有
量

施設現状性能

把握

戦略の

決定・実行

施設可変性
スペース利用度
需要とのマッチング

・建物性能

・外部需要

・利用状況

・管理効率

・内部需要

廃棄

維持

運用

再生

転用

建替

廃棄

維持

運用

再生

転用

建替

財政状況
↑

ＬＣＣシミュレーション

施設資産戦略の立案

施策・事業評価

施設財務状況

総量
縮小

第５編 今後の展開
（３）評価のサイクルと実施体制（その１）
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第５編 今後の展開
（３）評価のサイクルと実施体制

各
部
局
長

（
施
設
管
理
者
）

Ｆ
Ｍ
担
当

建
築
住
宅
課

財政課 経理課

予
算
要
求

予
算
査
定

施設有効利用
運用効率
代替施設提案

技術的判断
代案の提案
改修優先順位

(6)予算要求資料作成依頼

(7)予算要求資料

(3)協 議
(2)整備計画書(2)整備計画書

(4)技術評価等意見(5)所 見

(

3)

協
議

(5)所
見

送
付

(1)施設評価

施設整備計画制度
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� 延命化、長寿命化を図った場合のライフサイクルＣＯ2（庁舎）

第５編 今後の展開
（４）環境負荷の低減

６３．５８６９．２４８２．８８合計

１９．３１３．６４－削減効果（対40年使用）

０．９６１．４１２．１２解体

４．４６４．４６４．４６維持管理・一般廃棄物

３１．０１３３．５２３５．９６運用エネルギー

１５．３７１２．５６１４．４１修繕・改修

１１．７８１７．２９２５．９３新築

88年使用60年使用40年使用

単位：kg-CO2/年m2

・青森県十和田合同庁舎（1981年築、延床4,129.31m2）をモデルとして算定

・建築物のＬＣＡツールver4.01を使用（算定は、地業、躯体、主要仕上、建具、断熱、標準設備のみ）

・運用エネルギーは平成16年度実績値。環境対策工事による運用エネルギー改善率等は青森県環境
負荷低減手法選択シートによる。

合同庁舎１棟で、年間約８０ｔ のＣＯ2排出量削減が可能（88年使用の場合）
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継続使用

・ＬＣＣの圧縮

・効率的活用

・満足度向上

廃止施設

・新規施策実現

・地域活性化

・産業活性化

・歳入確保

維持

他施設からの
転用が可能か
検討

再生

転用

建替

運用

廃棄

基本性能・使用年数
重点保全
延命化・長寿命化
用途転用
効率的な工事執行

施設整備方針施設評価制度

施設利活用方針

施策ニーズ検討
利活用提案募集
民間との共同事業
貸付・売却推進

ライフサイクルコスト試算手法による効果試算、今後30年間の経費推計

体系イメージ

第５編 今後の展開
（５）既存県有施設の利活用スキーム


